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 ドイツ帝国と第一次大戦 資本主義と国家の結合（２） 
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Α Β֓ͼԉ֭֘  ֕͞ ֥֮ӨͼӰ ұ9  

（フィッシャー『世界強国への道』p127-129）。 
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 ӫ֣֭ԁҲԐ֭ӷ ұ ҫҚҩ ҚԐ֭ӷ ӕ ᾝҚҢ͛ 

ӫ֣֭ԁҲ͚Ҡұ ҮӋҦҩ͚ᾰἁ͚▲ⱥ͚ ͞ԑԀͼ͞Ԃͼӻұ ұҾҎҲ▪Ҙ

ӏҭҎҦҢұҪ͚ἁ ͞ ᾞ ẵ͞ԂͼӻӇ▼ұ ҮӋӍ͚ ͞ ͞ ͞ế

ӕ ҚҢ  ͛

֥֓ӯͼұ ⱥҫ֣ӥ֭ ұ Ґҭ Ệҫ ұἼ Ҕұ ҏӫ֣֭ԁұ Ἃӕ ҔҢ͛ 

 

 

 

 

 （１）英クロムウェルの重商主義、仏コルベールの重商主義により、オランダの艦船は圧迫され

た。バルト海中継貿易も、スウェーデンに荒らされた。 
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（２）南北アメリカ、インド、東南アジア貿易は、英海軍に妨害された。 

（３）仏ルイ 14 世による地上軍のオランダ侵攻。そのため、陸軍の増強が必要になり、海軍が

増強できなかった。 

（４）英の海洋政策によるオランダ船の締め出し、→英蘭戦争。 
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˦3˧ ЖϱБˢ ˣ ⁯χ  ל

以上、 ⌐⅔↑╢

 

 

 

まず、ドイツ帝国形成の歴史的過程には、どのような特徴があったか、整理してみよう。 

（１）［ヨーロッパ内部での領土・「国民経済」の地理的経済的拡張］ 

イギリスの経済支配への対抗という防衛的な理念から出発したが、攻撃的でもある。 

 イギリス製品の流入を防ぐための保護関税体制を作る。まずこれが必要であるが、それ

だけではドイツの工業発展はできない。原料の供給先、工業製品の販売市場の確保が必要で

あり、それは（先進資本主義に抑えられている）ヨーロッパの外ではなく、ヨーロッパの中

に求められた。中央ヨーロッパをドイツの経済圏として囲い込むという方向であり、これに

よって、従前のプロイセン王国の領土を越えて、さらにはハプスブルグ帝国の領土も越えて、

領土の拡張をめざすものとなった。 

 

（２）［第二次産業革命］ 

ドイツ帝国の構築の時期は、19 世紀初頭という、世界資本主義が第一次産業革命（蒸気

機関、繊維工業、機械）を経てこれから第二次産業革命（鉄道、鉄鋼、電気、化学）に向か

わんとする過渡期であった。過渡期を牽引したのはイギリスの国際金融システム（金本位制、

シティの金融）とそれに媒介された世界的な鉄道建設であった。こうした世界情勢が、ドイ

ツ「国民経済」の形成にたいして、一方で英仏等資本主義先進国の資本と生産技術を導入す

ることによって、いきなり「第二次産業革命」を開始することを可能にした。他方で、国内

の富を工業生産力の拡張に振り向ける金融財政システムの構築―その要は、金本位制と中

央銀行―を迫ることになった。※その意味については後述 

 

（３）［軍事優先の国家形成］ 

領土の拡張をめざす国家は、攻撃的な軍事力を要する。 

ウィーン体制崩壊後のヨーロッパの政治配置において、ドイツは、英仏露という列強に包

囲されており、その中での領土拡張は、（墺は衰退して当てにならないので）一国で 3 強国
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に匹敵する軍事力を必要とした。そのため、ドイツ帝国の構築は、参謀本部と徴兵制を核と

する徹底した軍政改革を最重要課題として進められた。 

 

以上を要するに、「ドイツ帝国」の形成は、英仏露の包囲を突破できる強力な軍事力の形

成を前提に、中央をヨーロッパに広い国家領域（領土）を確保し、国家の主導によって第二

次産業革命の工業生産力を育成するものであった。 

広大な領土を確保する、つまり国境を広げることが国家の活動によることは言うまでも

ないが、ナポレオン戦争後のドイツ資本主義の発展過程を見れば、ドイツ帝国にあっては、

経済建設も、国家の主導の下に行われたことがわかる。 

国家がどのようにドイツ帝国の資本主義建設に関わったか、要点を見ていこう。 

――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【2019 年 5 月 18 日フォーラム資料から】 

˦͐˧ЖϱБ ⁯ρ⁯ ⁯ᴪʾ⁯ ὊↄχἹ  

 Α1ΒԊӥԅ ὴұ  

  ●プロイセンの敗戦と国家の改革  

  国王ルイ 16 世を死刑にしたフランス革命に対して、ハプスブルク家とプロイセンは軍

を差し向けるが、フランスの国民衛兵軍の前に敗退する（ヴァルミーの闘い 1792）。さらに、

プロイセン軍は 1806 年には、単独でナポレオンと闘い完敗した。うち続く敗退は、プロイ

センに軍隊の改革論を呼び起こした。国王ウィルヘルム 3 世は、シャルンホルストら改革

派を登用して軍制改革へ向かわせる。外国人の徴募中止、体罰禁止、将校任官の貴族特権廃

止、士官学校、新しい軍隊編成、新しい戦術、陸軍省の新設等さまざまな改革が俎上に上っ

たが、問題の核心は、旧来の皇帝軍の特徴である「貴族中心の将校団と代理人制（抜け道）

のある徴兵制度の常備軍」をどうやって「貴族特権から脱した将校団と国民皆兵制度の国民

軍」へと改造するかであった。 

 軍制改革は紆余曲折を経て「一般兵役義務」（徴兵制）をようやく実現し、プロイセン

軍は旧式の「皇帝軍」から近代国家の「国民軍」へとなんとか変革された。［ラルフ・プレー

ヴェ『19 世紀ドイツの軍隊・国家・社会』創元社 2010］。その反面、1848 年革命における自由主義

改革派の敗北で、1850 年プロイセン憲法は、憲法を軍隊の宣誓の対象から外し、国王の統

帥権を規定した。プロイセンの軍隊は「皇帝の軍隊」でありかつ「国民軍」でもあるという

二重性をもつものとなった。 

  

 1871 年ドイツ帝国は、三つの戦争（合わせてドイツ統一戦争という）から生まれた。ド

イツ統一戦争とはデンマーク戦争（1864）、普墺戦争（1866）、普仏戦争（1870－71）であ

る。 

 普墺戦争では、プロイセンは一般兵役義務と鉄道により 30 万人を動員し、オーストリ

アを七週間で圧倒した。参謀本部＝大モルトケの戦争指揮とドライゼ銃の威力が光った。 
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 普仏戦争では、フランスは火力（ドライゼ銃を上回るシャスポー銃）と鉄道輸送力でプ

ロイセンを上回っていたが、プロイセン・ドイツ軍は、一般兵役により、開戦時の 52 万人

から終戦時の 117 万人まで兵力を拡大し、開戦時 30 万人のフランス軍を圧倒した。ナポレ

オン３世の捕虜で、戦争は（パリ・コミューン軍との戦いになったが）1 年後に終結した。 

 普仏戦争の勝利は、プロイセンの軍事システム――参謀本部、戦争計画、工業力、鉄道

網、電信網、兵力動員――の優位性を示した。また、この普仏戦争の勝利後、「市民層は、

プロイセン軍の軍人と自らを自己同一視する傾向を増し」戦争が国民全体の仕事になった。

［『ドイツ史と戦争』細流社 2011 第 1 章 ドイツ統一戦争から第一次世界大戦 （中島浩貴）］。 

 これは戦争が「国王の戦争」から「国家の戦争」になった、ということである。「国家

の戦争」は「国王の戦争」ではもはやない、という意味で「国民の戦争」といってもよい。

少なくとも国民のかなりの部分には「自分たち国民の戦争」と意識されるようになった。国

民のかなりの部分が「自分たち国民の戦争」を遂行すると考える国家、これは「国民国家」

にほかならない。 

ώΝ ὴΞҮҧ҇ҩҲ Ү ͛ 

 

 こうして「戦争を遂行する組織・主体としての国民国家」が、フランス、イギリスに次

いで、ドイツに生まれた。 

 プロイセン・諸邦・帝国の錯綜する利害を調整してドイツ帝国を軌道に乗せたのはプロ

イセン首相にしてドイツ帝国宰相となったビスマルクの辣腕であった。 

 ビスマルクは英仏露墺との巧みな外交でヨーロッパの軍事的衝突の回避をはかったが、

1890 年失脚する。ビスマルクを失った「指導者なきドイツ」はその後迷走し、第一次世界

大戦の主たる要因になる。 

 

Α2ΒԊӥԅ ұ  

 ドイツ帝国の諸都市は、世界の商業ネットワークに、個別ばらばらに結合していた。ハ

ンザ諸都市はドイツ関税同盟成立後もこれと距離を保っていた（最後まで抵抗したハンブ

ルクが 1881 関税同盟に加入）。アウクスブルク、ニュールンベルクはベネチアと結合し、

フッガー家はアントウェルペン、リヨン、セビリアと結合し、東プロイセン、ダンチヒ（木

材、穀物、造船資材）はオランダ商人と結合し、ハンブルクはイギリスと結合し、ブレーメ

ン（棉花、コーヒー）は大西洋貿易と結合する、というぐあいで、「国民経済」が未形成で

あった。 

 

 τₑ ұ ҫₑ  

ドイツは、多数の邦国に分かれていた。それぞれの邦国がそれぞれの通貨を使用し、他の

邦国との商品売買に関税をかけた。邦国間だけではない。邦国の中でさえ、関税が徴収され

た。プロイセン内でも、マーグデブルクからハンブルクまでエルベ川を下る船は 14 回関税
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を払わねばならなかった。通貨の統一と関税の廃止が、ドイツの統一市場を作り出す上でカ

ギであった。  

関税同盟に向けての歩みは、各邦の中での内部関税の廃止（バイエルン 1807 年、プロイ

セン 1818 年、…）、ついでいくつかの邦国間の関税同盟、そして 1834 年ドイツ関税同盟

［18 領邦、2,300 万人、16 万平方マイル］へと進んだ。 

 ドイツの国内関税の廃止は、自由貿易への転換となった。というのは、国内関税の廃止

にともなって、1818 年プロイセン関税法の税率表が基本的にドイツ関税同盟に引き継がれ

たが、この税率表において、輸入関税は（従価税ではなく）従量税であったので、イギリス

からの輸入品（精密工業製品が多い）には低率であったからだ。［ドイツ関税同盟の成立 諸

田実 1974 有斐閣］。 

＊1844 関税引き上げ［銑鉄は 2 割へ］⇒1850 年代の保護関税の下、鉄道関連資材をイ

ギリスからの輸入に頼らず、自給できるようになる。1860 年代には、機械・石炭も輸出へ。 

 

 

 τ ᾍұ Ị 

 19 世紀前半、南部はグルデン通貨、北部はターラー通貨、さらに各邦国内で通貨単位

異なり、邦国ごとに法貨があった。1866 年普墺戦争でプロイセンがオーストリアに勝ち、

南独グルデンに対するプロイセン・ターレルの優位が確定した。 

 1820～1860 年、29 の発券銀行が設立されたが、ドイツ帝国成立にともない 1875 年プ

ロイセン銀行がドイツ帝国銀行［ドイツ帝国の中央銀行］となり、発券は帝国銀行に集中し

た。統一通貨マルクが実現。＊ 

＊1873 フランスから得た賠償の金貨を基に、金本位制。1876 （プロイセン銀行を引

き継いで）ライヒスバンク創立。206 支店（1913 年 487 支店に増加）。ライヒスバンクの機

能は①通貨発行、②振替支払制度。手形引き受け、先物取引は禁止され、外国為替政策は当

初は消極的であったが 1900 年以降は積極的［『金融の世界史』］。 

 

   

τԊӥԅұ ұ  

 イギリスで鉄道が開業したのは 1830 年。その 10 年後の 1840 年代には、はやくもドイ

ツで蒸気機関車の国産化が実現した。1854 年には蒸気機関車をすべて国産化しただけでな

く、ポーランド、デンマークに輸出もした。 

 19 世紀前半、農業生産性が発展し、農産物輸出の増大、工業原料・工業完成品・植民

地物産の輸入増大があった。［1835 年以降貿易量急増］ 

 鉄道建設と基幹産業への大規模投資が 1848 年以降、株式会社形式と銀行の参入により

増えた。1840 年から 1850 年の 10 年間に蒸気機関が 6 倍増した。 
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 この時期、工場制大量生産が増大し、ルール地方に新工業地帯が生まれた。1863 年、

ドイツは機械の輸入国から輸出国へ転じた。1868－69 年、ドイツは鉄鋼の輸入国から輸出

国へ転じた。 

 

 鉄道建設の経済効果は特筆に値する。石炭・原料の輸送コストが下がり、都市での工業

生産が可能になった。企業の株式会社形式が普及。鉄道の裾野産業［製鉄、鉱業、機械製造］

の発達。それとともに、産業への公的関与が増大し、1853 年、鉄道の半分は国有鉄道とな

った。 

 

τּר ⱥҫ ⱥῨ  

 帝国議会は、七年制予算を成立させ、永久予算を阻止した。平時の兵力を人口の 1％と

し、兵員一人あたりの経費を一定額に固定した。 

 私企業的な軍需産業は、19 世紀後半、機械・鉄鋼工業とともに形成された。 

 クルップ社は、自ら技術開発に専念するクルップ父子の家族的企業から出発した。1835

年、水車に替わる蒸気機関を導入し、1847 年、鋳鋼製の砲身の鋳造を開始した。1864 以降、

年 1 万両の鉄道車両と 2 万の車輪を供給した。1870 年、労働者 1 万 2000 名の大企業へと

成長した。1860 年代 軍の鉄道利用開始と 通信革命。 

 1880－90 年代 クルップを筆頭とする軍事・産業複合体が成長し、1890 年代からの艦

隊建設を担う。 

 ドイツの産業革命の特徴は、（1）産業部門的には、鉄鋼、機械、化学等生産財投資財産

業中心であること（第 2 次産業革命）、（2）イギリスよりはるかに進んだ大学・高等教育機

関での科学技術研究・職業教育に支えられたこと、（3）金融的には、（イギリスのように利

潤の再投資ではなく）銀行による資本調達で投資した。その結果、ドイツの銀行は、商業銀

行と投資銀行をかねる「兼営銀行制度」となった。 

―――――――――――――――――――――――――――― 

【補足】 

τԊӥԅ ұ ὴ⅛  

ドイツ帝国は、諸邦（22 君主国と 3 自由都市）が独自の憲法と政府をもつ連邦国家であ

り、鉄道は諸邦に属しており、郵便・電信事業の剰余金は帝国に納められたが、バイエルン

とベルテンブルクはその適用を除外されていた。南独諸邦（バイエルン、ベルテンブルク、

バーデン）は、火酒税・ビール酒税の課税高権を留保し、また、独自の陸軍省をもっていた。

バイエルンには、軍事予算の編成権もあった。 

各邦は、連邦参議院を通して帝国の最高決定に参加しえた。ただし、プロイセンに優位性

があり、プロイセンは憲法改正に必要な 14 票を上回る 17 票をもち、参議院議長はプロイ

セン首相が占めた。 

プロイセン国王が帝国皇帝となり、プロイセン首相が帝国宰相となる。 
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プロイセンの陸軍省・参謀本部が帝国陸軍省・帝国参謀本部の機能を担った。 

皇帝は、宣戦布告権、講和・条約締結権、議会招集権、宰相任命権、法律の監督権、官吏

の任命権をもった。 

 

帝国議会は、25 歳以上の成人男子に選挙権あり、当時ヨーロッパ諸国の中ではもっとも

民主的な選挙制度であった。 

ただし、帝国議会の招集権は皇帝にあり、陸軍経常費予算については、「人口の 1％×225

ターレル」と自動的に決められており、議会の予算審議を経なくても決定できた。 

 

帝国財政は、（1906 年相続税を導入するまでは）直接税をもたず、間接税中心であった。 

間接税としては、関税、消費税（塩税、たばこ税、火酒税、ビール税、砂糖税）、官業収

入、分担金があった（下の表参照）。 

帝国の直接税の導入については、プロイセンの権力増大に反対する南独諸邦の意向があ

った。 

 

帝国は、関税・租税の行政機構をもたず、各邦の諸機関が代行した。帝国に財務省が設置

されたのは、ようやく 1879 年になってからである。 

ドイツ帝国の国家機構がこのように錯綜しおり、皇帝を頂点とする中央集権体制であり

ながら諸邦にも権力が分有されていた。これは、ドイツ帝国の出発時点での、プロイセンと

他の諸邦の対立、プロイセン内部での、図式的にいえば、保守派（ユンカー）と民主派（ブ

ルジョア）の対立を反映している。 

 

τ ͞ Ὂ Ε ͚ ͚ԑ֥Ӭ֭ Ζ͞ ԋӸ֡ԋ֤ӻ  ֚

東エルベのユンカーは零細農民の存在によって、（西エルベの零細農業には勝てなかった

が）イギリスに輸出することはできた［渡辺寛 大内『農業経済論』］。 

1873 大不況は、ドイツ帝国の工業・農業に大きな影響を与えた。 

溶鉱炉 436 基の半数の火が消え、大鉄鋼業の主導で、ドイツ工業家中央連盟（1876 設立？）

の保護関税運動高まる。 

Ыиϼ % Ыиϼ % Ыиϼ % Ыиϼ % Ыиϼ % Ыиϼ %

ḩ 101 32 181 47 378 56 494 54 645 52 679 40

135 43 174 45 264 39 323 35 422 34 690 40

︡ԏ 6 2 18 3 33 5 83 9 118 9 243 14

˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ 26 2 46 3

⁯ Ỳ 79 23 17 5 ̛67 15 2 32 3 52 3

›ὓ 312 100 385 100 675 100 917 100 1238 100 1712 100

ֽ ʹ 1 ʹЖϱБ ⁯∞ χ ӱʹ1878-1913ʹ

1878 1881 1891 1901 1907 1913
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1860 年以降、世界的な交通革命［スエズ運河、米露の鉄道、汽船航路］により、ヨーロ

ッパに（ドイツにも）安価な穀物が流入し、その結果、東エルベのユンカーの穀物がイギリ

スから閉め出された。大不況がこれに拍車をかけた。1876 ドイツの小麦輸入が輸出を上ま

わった。⇒ユンカーの多くが保護関税派に転向。 

このことが生み出した国内政治： 

（１）ユンカー経営の危機。その結果、農業の再編へ。そして内地植民政策へ。「労働者

農地（ホイスラー農地）」を作り出してユンカー経営を補強する。これは、ユンカー経営を

一部解体縮小して、小農経営（不況に強い）を創出することでもある。ユンカーは脱農して、

工業に投資する。 

（２）ドイツの二大支配階級であるユンカーと大工業が、関税同盟を通して手を結んだ

（1879 年「鉄と穀物の関税」）。 

（３）ドイツ・ナショナリズムの方向転換。ナショナリズム［ドイツの国家的統合］が、

旧体制からの自由（解放）をめざすイデオロギーから、海外膨張・国内植民つまり排他的・

強権的な「国民経済」のイデオロギーに転換した。［伊藤定良『ドイツ人の長い 19 世紀』青木 2002］ 

 

˦5˧ ЖϱБ ⁯τᾋϥˮ⁯ Ὂↄ˯ 

ナポレオンの進入は、ハプスブルグ帝国の支配体制を崩壊させた。その中からプロイセン

が豪腕ビスマルクに主導されて「ドイツ帝国」を作り上げた。 

 

̔ˮ⁯ Ὂↄ˯ρΰοχЖϱБ ⁯ˢ1870-1914ˣ 

（１）ドイツ帝国は、22 君主国と 3 自由都市をあわせた「領土」をもつ。 

（２）ドイツ帝国は、連邦制で、各邦は独自の憲法・政府をもつが、戦争と外交、つまり

対外政策の権限がただ一か所（皇帝）に帰属している。つまり、「主権」がある。 

（３）ドイツ帝国は、共通関税と共通通貨をもち、ライヒスバンク（中央銀行）が通貨を

管理している。ドイツ帝国は 1873 年金本位制に移行したが、これによってロンドンの国際

決済機構にリンクした。ドイツ帝国の対外貿易と資本輸出入は、ロンドンの国際決済機構に

依存している。 

（４）ドイツの産業は、1850 年代の好況期に、鉄道建設に牽引されて重工業が発達し、

それにともなって、繊維を中心とする軽工業も伸張した［戸原四郎『ドイツ金融資本の成立過程』

p42］。その結果、工業に従事する人口は 19 世紀初頭から急増し、1895 年には、農業有業人

口 830 万人に対して、工業有業人口も 830 万人で、工対農の比率が 1.0 になった。これは、

イギリスの 3.6（工 900 万、農 250 万）に次いで世界 2 位で、アメリカの 0.65（工 450 万、

農 650 万），フランスの 0.55（工 500 万、農 900 万），オーストリアの 0.34（工 290 万、農
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650 万）より高い。［武田隆夫編『帝国主義』上（東京大学出版会 1961）］。ドイツ帝国は、19 世紀

末には「工業国」になっている。 

（５）工業は、国家による保護・育成が大きく依存している。1853 年には、ドイツの鉄

道の半分は国有であった。 

（６）ドイツ帝国は、発足当初より強大な常備軍をもち、国家財政がそれを支えている。

帝国財政収入の多くは、関税、消費税、鉄道等国家事業収益等の経済活動に依存している。 

（７）ドイツ帝国は、ヨーロッパ、イギリス、中東、アメリカ等、広く世界から原料資源

等を輸入し、製品や農産物を輸出している。 

 以上の（１）～（７）のうち、（１）領土と（２）主権は、資本主義国家であっても非

資本主義国家でもあっても、「国家」としての要件であり、資本主義に特有のものではない。 

（４）工業国であること、（５）国家による工業の保護・育成があること、（６）国家財政

があること、（７）対外通商があることは、資本主義であるための必要条件である。ただし、

ソ連や中国のような「社会主義国」でも、（４）～（７）はあり、資本主義国家に特有のこ

とではない。特有のことではないが、「資本主義的な国民経済」にとって本質的に重要な要

件である。それは、リストが「国民経済の保護」を主張したときの「国民経済」を想起すれ

ばわかる。ある国家において資本主義の「国民経済」が成立するとは、6 ページの図 1（ハ

ンザ同盟）から図 2 イギリス）へと発展すること、つまり原料を輸入し、それを国内の工業

で加工して輸出するである。 

資本主義に特有の要件は、（３）中央銀行である。中央銀行は通貨を発行し、その通貨が対

外通商において適正な価値を維持するよう、金融政策を実施する。中央銀行の成立が資本主

義的国民経済成立のメルクマールとなる。 

 

˦6˧ ԁⱳ ψ ᴦ ιμθΤˁ 

われわれが 16 世紀にさかのぼって資本主義像を追求してきたのは、「第一次大戦はなぜ

起きたか」を明らかにするためであった。 

ドイツ（第二）帝国の形成過程とその特徴を探る中で明らかになったことは、ドイツ帝国

が、ビスマルクの指導の下、軍事改革を先行させ、軍事改革によって作られた参謀本部、作

戦計画とその実行により、プロイセンより強大と見られていたオーストリア、フランスを相

次いで撃破するという驚異的な軍事的成功により建国されたことである。 

すでに述べたように、ナポレオン戦争後のドイツ人の国家統一については、プロイセンと

オーストリアの対立、プロイセンと周辺諸邦の対立、プロイセン内部のユンカーとブルジョ

アの対立といった、幾重にも絡んだ複雑な対立があり、そうした対立する諸勢力をあるとき
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は味方につけ、ある時は排除して一つの主権国家の主体へと統合することは、至難の業であ

った。 

その上、フランス革命とナポレオン戦争後という「時代」的背景がこの困難を倍加した。 

フランス革命は、「自らの国家を自分たちがまもる」という国民軍を登場させた。1792 年、

ヨーロッパ列強による反仏同盟軍の侵攻により、革命が危機に瀕した。フランスは、正規軍

13 万 5000 のほか旧民兵 10 万を擁していたが、兵力が不足し、加えて、貴族出身の将校の

亡命により指揮系統は混乱し、機能しなかった。フランス軍は敗退した。そのとき国民議会

の「祖国は危機にある」との宣言に応じて、30 万市民が軍に加わった。史上初の国民軍の

誕生である［大江志乃夫『徴兵制』岩波新書 1981］。 

ナポレオン軍の強さは、「国民軍」にあった。 

ナポレオンに敗れたプロイセンの軍制改革の核心は、「国民軍」をいかにして「フランス

革命」抜きに実現するかであった。 

 

̔νΨϣϦθˮ⁯ ⁯ᴪ˯ρζχᾢᵦ 

徴兵制による国民皆兵は、「自ら国家をまもる」意識がなければ、たんなる国家による強

制的な動員になってしまう。ツァーのロシアの徴兵制がこれである。徴兵された農民に戦意

は期待できない。第一次大戦での「軍事大国」ロシアの敗退は、「国民」なき徴兵制軍隊の

弱さの結果であった。 

 

プロイセンが「国民軍」を作るためには、共和制ならぬ君主制のドイツ帝国を「自分たち

がまもるべき国家」と意識する「国民」の創出が必要であった。皇帝直属の軍隊と並んで、

ヨーロッパ随一の民主的な選挙制による帝国議会をドイツ帝国の国家機構として取り込ん

だのは、「国民」の創出に必要だったからだ。 

だが、「国民」形成には、帝国議会だけでは足りない。 

ビスマルクがドイツ帝国建設の当初から力を入れた「文化闘争」とは、カトリックのポー

ランド人の排除を執拗に追求し、それによって「ドイツ人」を人為的に作り出す国家政策で

あった。 

ポーランド人学校でのポーランド語の使用禁止とドイツ語の強制は、大規模な学校スト

ライキを引き起こした。ポーランド人所有の農地を買収してドイツ人を国内植民させる政

策は、ポーランド人農業労働者の不足にたいするドイツ人農場経営者からの反発を引き起

こした。ビスマルクの強引なポーランド人排斥政策は、不首尾に終わった。ビスマルク罷免

後宰相を引き継いだカプリーヴィ首相は、ポーランド人に対する宥和政策を表明した［伊藤定良

『ドイツ人の長い 19 世紀』青木 2002］。 

 

（註）伊藤定良『ドイツ人の長い 19 世紀』青木 2002 は、ビスマルクの国民国家形成の方法は、「帝

国の敵」を（烙印により）明示化して、これに対する「帝国の友」を結集すること（負の統合）。であ
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ったという。「帝国の敵」としては、（１）労働者階級・社会主義者 （２）南独のカトリック （３）

ポーランド人 （４）ユダヤ人 

 ビスマルクが「国民」形成の決め手としたのは、「対外戦争に勝つ」ことであった。プ

ロイセンとオーストリア連合軍の対デンマーク戦争では、その帰属が争われていたシュレ

ースヴィヒ＝ホルシュタイン公国がプロイセンとオーストリアに引き渡された。 

対オーストリア戦争の勝利は、プロイセンがドイツ統一の盟主であるとの自覚をもたら

した。 

対フランス戦争の勝利は、フランスに替わってプロイセンがヨーロッパ随一の強大国に

なったという自信と誇りを作り出し、ドイツ帝国建国の皇帝戴冠式は、入城したパリで行わ

れた。 

こうした戦争の勝利が「国民」と「国民国家」を人為的に作り出した。ドイツ帝国は、作

られた国民国家である。 

作られた「国民国家」は、戦争の勝利にもとずくものであり、戦況が不利に成るや崩壊す

る。実際、ドイツの第一次大戦での敗北は、戦争の長期化、死傷者の増大、飢饉に至る食糧

不足による士気の低下、軍の（作戦の敗退より）内部崩壊により敗北した。［藤原 辰史『カ

ブラの冬―第一次世界大戦期ドイツの飢饉と民衆』］ 

 

̔ ԁⱳ ψ ᴦ ιμθΤ 

 ドイツ帝国は、建国当初の三つの戦争により、人為的に「国民」（ナショナリズム）を

作り出すことに、ひとまずは成功した。 

だが、ドイツ帝国の国家目標が、リストのいうように「先進資本主義・イギリスの支配を

打破して後発資本主義ドイツの経済的発展を勝ち取る」ことにあるとしたら、敢えてフラン

ス、ロシア、イギリスと戦争する必要があったのか。 

第一次大戦は、フィッシャーのいうように、ドイツ帝国の側が一方的に望んだものであっ

て、仏露英にとっては、望まぬ戦争であった。 

後発資本主義ドイツの経済的要求―イギリス製品から自国産業をまもり、製品の販売市

場を確保すること―が、先進資本主義・英仏と衝突するにせよ、経済的利害を外交によって

解決することはできなかったのか？ 

総力戦により国土が焦土と化すことがわかっていても、［日本の軍部・政治指導部が敗戦

覚悟で対米開戦したように］それでもドイツ帝国は列強相手の戦争に突入したのだろう

か？ 

「帝国主義戦争の必然性」の再検討が問われている。 
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̙ ᵕχ τᴂΠο 

●伊藤誠先生からは、「どのような意味で、マルクス経済学による財政学、国家論を再構

築しようとしているのかが、十分読みとれず、むしろ戦争=軍事国家としての近代国家の生

成、発展史論一般として読まれるおそれもなくはない。」として、以下の 5 点についての問

題点が指摘された： 

 （１）世界商業と資本主義の生成（産業革命）の関係。（毛織物をキー産業とする

本国―新大陸―アジア―本国の三角貿易が綿工業での産業革命を準備したことを見落と

している、など）。 

 （２）近代国家が絶対王政としてはじまり、いわゆる資本の原始的蓄積を貨幣的資

産の蓄積と農民からの耕地の収奪との二面で推進する役割を担っていた歴史的意義と必

然性とを軽視している。 

 （３）17- 19世紀ヨーロッパ諸国間戦争の意味（17- 18世紀の戦争に関して、世界

商業の形成と資本の原始的蓄積をすすめる、イギリスに典型的な重商主義的戦争の世界

史的意義が見落とされている）。 

 （４）自由主義段階（自由貿易、戦争国家としての役割の縮小）と帝国主義段階

（海外投資の権益を国家主義的に擁護する帝国主義政策）の、資本主義国家の役割の変

化が不明確。 

 （５）第一次大戦の意義（ロシア革命とソ連型社会主義の誕生）と第二次大戦の独

自の意義（社会主義への対抗）が見落とされている。 

  

●参加者からも、 

(ア)  商人は国家の保護下にあり、「国籍のない商業」というものはない。 

(イ)  資本主義をどうとらえるか不明だ 

(ウ)  「国民経済」の定義が不明確 

(エ)  主権国家、国民国家、資本主義国家の関係が不明確 

(オ)  第一次大戦と第二次大戦を一続きの戦争と見る理由は何か？第二次大

戦と世界恐慌の関係をどう見るか 

(カ)  中央銀行・銀行券・国民経済・資本主義国家の関係が不明確 

(キ)  パックス・ブリタニカにおけるアメリカの役割が欠落している 

等、さまざまな疑問、批判が出された。 

 

̔Ӡ χ◙ τνΜο 

 （１）世界商業と資本主義の生成（産業革命）の関係。（毛織物をキー産業とする本国―新大陸―

アジア―本国の三角貿易が綿工業での産業革命を準備したことを見落としている、など）。 
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▲産業革命の起源論＊は別にして、産業革命（第一次、第二次、…）が資本主義の発

展にとって決定的に重要な要因であることは、間違いない。産業革命による経済格差

が、資本主義国と非資本主義国の支配・被支配関係（南北問題）を生み、先進資本主義

に対する後発資本主義の優位性（19世紀後半のドイツ帝国や第二次大戦後の日本や現代

の中国のような）をもたらす。 

 

＊Ｒ．Ｃ．アレン『世界史の中の産業革命 資源・人的資本・グローバル経済』2009（名古屋大学

出版会 2017）は、イギリスの高賃金が労働力代替の機械化を促進したことを明らかにしている。（機械

制工場の出現過程について、「原始的蓄積」論より説得力がある）。また、イギリス以外のその他諸国

について、国家による産業保護（保護関税等）の有無がその後の「先進国化」か「低開発国化」を分

けた、としている。リストの保護貿易論に通ずる。 

 

 （２）近代国家が絶対王政としてはじまり、いわゆる資本の原始的蓄積を貨幣的資

産の蓄積と農民からの耕地の収奪との二面で推進する役割を担っていた歴史的意義と必

然性とを軽視している。 

▲「産業資本」の成立は、「（国外の）世界商業による工業製品の取り込み」（図 1，図

2）とみれば、「原始的蓄積」を考える必要はないのではないか。必要な投資資金が、対

外輸出によって得られる。また（日本のように）国家財政による重点的な産業育成とい

う道もある。 

 

 （３）17- 19世紀ヨーロッパ諸国間戦争の意味（17- 18世紀の戦争に関して、世界

商業の形成と資本の原始的蓄積をすすめる、イギリスに典型的な重商主義的戦争の世界

史的意義が見落とされている）。 

▲17－19世紀のヨーロッパ諸国間の戦争には、2 種類あった。 

①スペイン継承戦争のような、絶対王制（帝政）間の勢力範囲をめぐる政治闘争の、

手段としての軍事力行使。王権の所持する軍隊の局地的戦闘によって力関係が確定すれ

ば、講和条約（賠償）によって戦争は終了し、軍隊は引き揚げる。国際法でも、戦争は

合法とされた。前資本主義的な戦争。 

②英蘭戦争のような、世界商業の独占をめぐる戦争。イギリスは「海洋法」のための

英蘭戦争に勝利して、資本主義の基軸国となった。資本主義的な戦争。 

（ナポレオン戦争は、①でも②でもない。） 

 

①の前資本主義的戦争のつもりで②の資本主義的戦争に突入してしまったところに、

第一次大戦の悲劇があったのではないか。 
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 （４）自由主義段階（自由貿易、戦争国家としての役割の縮小）と帝国主義段階

（海外投資の権益を国家主義的に擁護する帝国主義政策）の、資本主義国家の役割の変

化が不明確。 

19世紀半ば、イギリスの海上覇権に挑戦する国家はなく、対外商業の中心は工業製品

の輸出となり、「自由主義」によって、その他世界に市場の開放を迫る（「自由貿易帝国

主義」）。ドイツ等の後発国は、保護関税と国家による産業育成策で、これに対抗する。

「自由主義段階」という呼称は、イギリスには当てはまるが、後発国は「自由主義」で

はない。国家の役割は、イギリスとその他国では異なる。 

 

 （５）第一次大戦の意義（ロシア革命とソ連型社会主義の誕生）と第二次大戦の独

自の意義（社会主義への対抗）が見落とされている。 

1917 年ロシア革命は、「社会主義革命」としてより、「帝国主義戦争反対から専制政府打

倒へ」の革命として大きな意味があったのではないか。ソ連は半資本主義国ロシアを引き継

いで、スターリン独裁の下、第一次大戦の延長としての第二次大戦を戦う主役へと「発展」

した。 

 

世界資本主義にとっての第一次大戦・第二次大戦の意義は、「資本主義先進国（イギリス）

を基軸とし、後発資本主義諸国（国民経済）が国際通貨・決済機構によりつながる金本位制

世界システム（一極体制）」［これが資本主義の「最高の発展段階」であった］が崩壊し、多

極化する過程－同時に「脱・資本主義経済、脱・資本主義国家」の過程－に入ったことでは

ないか。 

 

第二次大戦後の「冷戦体制」（パクス・アメリカーナ）は、第一次大戦前の一極体制では

ない。アメリカはイギリスの替わりにはなれない。第二次大戦後のアメリカ中心の資本主義

世界体制は、「つくられた脅威」としてのソ連に対する安全保障体制の枠組でのドル供給（マ

ーシャル・プラン）であり、これが「冷戦体制」ではなかったか。 

 

ヨーロッパ・日本の「福祉国家」は、「ソ連共産主義に対抗して」よりも、両大戦に国民

を総動員した資本主義国家指導部と、それに対する反体制（革命）勢力の闘争・妥協の中で

生まれた。総力戦体制が（戦勝国も敗戦国も）第二次大戦後の福祉国家化を産んだ。［アメ

リカの福祉国家化が弱いのは、国内が戦場にならなかったからか？］ 
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̔ˮ⁯ Ὂↄ˯ρ ᵦⱢ ︠Ṱ  

 

(ア)  「国民経済」は、イギリス「自由貿易帝国主義」に対抗する後発資本主義である。 

(イ)  「国民経済」は、関税と経済政策で国内工業・農業を保護育成し、交通・エネルギー・

通信等経済基盤を整備する。 

(ウ)  そのためには、軍事力を備えた主権国家を要する。 

(エ)  軍備および経済政策のために、国家は租税・公債により必要な資金を確保し、支出す

る（国家財政）。 

(オ)  「国民経済」は、単一の通貨（中央銀行による発券）を持ち、イギリスの国際金本位

制・世界通商ネットワークに接続して存在する。 


